
（平成２１年７月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認旭川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



旭川厚生年金 事案235 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人の主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額を53万円に訂正することが必要である。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年６月１日から４年10月31日まで 

    平成４年10月30日に弁護士から、Ａ社を閉鎖する旨告げられた。同社を

辞めるまでの数か月間は役員報酬を受け取っていないが、役員報酬を停止

する旨の説明を受けたこともない。 

    また、今回の社会保険事務所からの調査があるまでは、申立期間の標準

報酬月額が遡及訂正されていることについては知らなかったので、当初の

標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の管理するオンライン記録によれば、申立人の厚生年金保険被

保険者資格の喪失日は平成４年10月31日となっていることが確認できるが、

申立人の３年６月から４年９月までの期間の標準報酬月額（53万円）が、申

立事業所が適用事業所ではなくなった日（平成４年10月31日）の後の５年１

月７日付けで、３年６月１日に 遡
さかのぼ

って９万8,000円に引き下げられているこ

とが確認できる。 

   また、商業登記簿謄本によれば、申立人は当該事業所の役員であったこと

が確認できるものの、当該事業所及び当該事業所の親会社（Ｂ社）の元役員

及び元従業員の証言から、当時の当該事業所の労務、人事、給与、経理等の



事務については親会社が行っていたものと考えられる上、申立人は 専
もっぱ

ら外回

りの営業を行っており、社会保険関係の事務には関与していなかったと考え

られる。 

   これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、標

準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期

間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た

標準報酬月額（53万円）とすることが必要と認められる。 



旭川厚生年金 事案 236 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＡ病院における申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成元年10

月及び同年11月は47万円、同年12月から２年９月までは53万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。

）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立人の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和15年生 

   住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 平成元年10月１日から２年10月１日まで 

   昭和64年１月１日から平成６年12月末までＡ病院で常勤医師として勤務し

ていた。当時の給与月額は180万円であり標準報酬月額は最高等級のはずなの

に、元年10月から２年９月までの１年間の標準報酬月額だけが９万8,000円に

なっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の管理するオンライン記録によれば、申立人の標準報酬月額は、

申立期間よりも前の期間（昭和64年１月１日（取得）から平成元年10月１日

まで）及び後の期間（平成２年10月１日以降）においては最高等級（平成元

年９月までは47万円、２年10月からは53万円）となっているものの、申立期

間においては、９万8,000円となっていることが確認できる一方、他の従業員

においては、標準報酬月額を著しく減額変更された者は見当たらない。 

   また、申立事業所は、申立期間に係る申立人の勤務形態及び給与額に変更

は無く、保険料控除についても給与額に基づいて行われていたはずである旨

を回答している。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金



保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、事業所の回答及び同僚の記録

から、平成元年10月及び同年11月については47万円、同年12月から２年９月

については53万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の申立期間に係る申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業所提出の申立

期間に係る会計書類等に記載されている保険料額が、申立人の標準報酬月額

を９万8,000円とした場合の金額と一致することが確認できるところ、事業主

は当該会計書類等に記載されている保険料額を社会保険事務所に納付したこ

とを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の主張する標準報酬月

額に基づく保険料についての納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



旭川国民年金 事案 371 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年９月から 45 年２月までの期間及び 45 年 10 月から 47 年

７月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年９月から 45年２月まで 

             ② 昭和 45年 10月から 47年７月まで 

私は、昭和 42年７月ころにＡ市に転入し、それから２か月ほどしてＡ市

の職員が自宅に来て、「将来のために国民年金保険料の納付をするように。」

と勧められたので、国民年金に加入した。 

申立期間の国民年金保険料の納付は、Ａ市の職員が「銀行に行くのが面

倒なら、私が毎月集金します。」と言ってくれたので、集金をお願いしてい

た。 

申立期間について国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 42 年９月ころにＡ市で国民年金の加入手続を行ったと主張

しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿

から、45年４月 20日にＢ市で払い出されていることが確認でき、それ以前に

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料をＡ市の職員に集金により納付

していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時

点（昭和 45年４月 20日）では、申立期間①のうち昭和 42年９月から同年 12

月までの保険料は時効により納付できず、43 年１月から 44 年 12 月までの保

険料は過年度納付でなければ納付できないことから、申立人の主張には不自然

な点が見受けられる。 

さらに、申立期間②については、Ｃ社会保険事務所が保管する国民年金手帳

記号番号払出簿の備考欄に、申立人の所在が確認できなくなったことを示す



「不在」の記載があるところ、申立人は、昭和 45 年９月にＢ市からＡ市に転

居しており、転居先のＡ市において申立人が国民年金に加入していた記録は確

認できないことから、申立人に対して納付書は発行されず、申立人は保険料を

納付することができなかったものと考えられる。 

なお、申立人は、Ｄ市に住んでいた昭和 60 年６月ころに別の国民年金手帳

記号番号の払出しを受けているが、その時点では、申立期間の国民年金保険料

は時効により納付することができない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



旭川国民年金 事案 372 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 41年３月まで 

申立期間は家事手伝いをしており、自分で国民年金保険料をＡ町役場で納

付していた。 

申立期間は免除期間となっているが、私は申請免除を受けた記憶は無いの

で、申立期間について国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料をＡ町役場で納付しており、申請免除

を受けた記憶は無いと主張しているが、Ａ町で保管されている申立人及び同居

していたとする申立人の両親の国民年金被保険者台帳を見ると、申立期間につ

いてはいずれも申請免除を示す「申免」の記載がされており、申立期間後の昭

和 41 年４月から同年９月までの保険料については、申立人及びその両親の納

付年月日は42年２月10日と一致していることが確認できるところ、申立人は、

当初の主張を変え、「父親に国民年金手帳を預けていたので、父親が納付して

くれていたと思っている。」と述べていることから、申立期間については、父

親が、家族３人（両親と申立人）の申請免除の手続を行ったと考えるのが自然

である。 

さらに、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の父親は既に

亡くなっていることから、保険料の納付状況等が不明である上、父親が申立期

間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



旭川国民年金 事案 373 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年 10 月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年 10月から 42年３月まで 

申立期間はＡ町の臨時職員としてＢ病院に勤務しており、国民年金保険料

は給料からの引き去りにより納付していたと思う。 

申立期間は免除期間となっているが、私は申請免除を受けた記憶は無いの

で、申立期間について国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を、Ｂ病院の給料からの引き去りによ

り納付していたと主張しているが、申立期間当時、申立人と一緒に勤務してい

た同僚は、「Ｂ病院では給料から国民年金保険料の引き去りをしていなかった

と思う。」と回答しており、当該期間の保険料の納付を裏付ける証言は得られ

ず、Ａ町の国民年金被保険者台帳及び申立人が所持する国民年金手帳には、申

立期間前後の納付済み期間において、不定期な保険料の納付年月日が記載され

ていることから、申立人が主張するように給料から保険料が引き去られていた

ものとは考え難い。 

また、申立人は、申立期間については申請免除を受けた記憶は無いと主張し

ているが、Ａ町で保管されている申立人及び同居していたとする申立人の両親

の国民年金被保険者台帳を見ると、申立期間についてはいずれも申請免除を示

す「申免」の記載がされており、申立期間前の昭和 41 年４月から同年９月ま

での国民年金保険料については、申立人及びその両親の納付年月日は 42 年２

月 10 日と一致していることが確認でき、申立人は、当時、国民年金手帳を申

立人の父親に預けていたと述べていることから、申立期間については、父親が、

家族３人（両親と申立人）の申請免除の手続を行ったと考えるのが自然である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料の納付について申立人の記憶は曖昧
あいまい

であ



り、申立人の父親も既に亡くなっていることから納付状況等が不明である。 

加えて、申立期間の国民年金保険料が納付されていたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人の申立期間の保険料が納付さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



旭川国民年金 事案 374 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年８月から 50 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年８月から 50年 12月まで 

私は、昭和 45 年８月（結婚してから３か月後）に、近所の知り合いの人

から「国民年金に加入したほうが良い。」と勧められたので、Ａ県Ｂ市で国

民年金に加入した。 

当時の国民年金保険料は安くはなかったが、頑張って納付していたので、

申立期間について保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年８月にＡ県Ｂ市で国民年金の加入手続を行ったと主張

しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿

から、51 年２月３日にＣ県Ｄ町で払い出されていることが確認でき、その時

点では、申立期間の一部は時効により納付することができない期間である上、

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

また、申立人が所持している国民年金手帳を見ると、国民年金の記録欄には、

昭和 51年１月10日に任意加入により国民年金被保険者となった記載が確認で

き、また、国民年金印紙検認記録欄には、50年 12月までは国民年金保険料の

納付が不要であることを示す「不要」の印が押されている一方、51 年１月か

らは検認印が押されていることが確認でき、申立人は、51 年１月の保険料か

ら納付を開始したと考えるのが自然である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



旭川国民年金 事案 375 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年６月から 63 年５月までの期間、63 年８月及び平成２年

１月から同年５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62年６月から 63年５月まで 

         ② 昭和 63年８月 

         ③ 平成２年１月から同年５月まで 

昭和 62 年６月に会社を退職した際に、国民健康保険と国民年金の加入手

続を会社に依頼して行ってもらった。 

申立期間の国民年金保険料は、当時同居していた母親と自分とで納付して

おり、未納ということは考えられないので、申立期間について国民年金保険

料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続については、当時勤務していた会社を退職す

る昭和 62年６月ころに、会社に依頼して行ってもらったと主張しているが、

申立人が勤務していた会社では、「会社が本人に代わって国民年金の加入手続

をすることはない。」と 述べている上、申立人の国民年金手帳記号番号の払出

時期は、申立人の前後の第３号被保険者資格の処理年月日から、平成７年１月

ころと推認でき、その時点では、申立期間は時効により国民年金保険料を納付

できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 
また、申立人は、申立人の母親も申立人の申立期間の国民年金保険料を納付

していたと主張しているが、母親は、「自分の国民年金保険料を納付していた

こともあるので、納付に行った記憶はあるが、いつの時期なのか思い出せな

い。」としているところ、母親は、申立期間は保険料の納付を要さない第３号

被保険者であることから、申立人の主張には不自然な点が見受けられる。 



さらに、申立人及びその母親が、申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人及びその

母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



旭川国民年金 事案 376 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61年４月から 63年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から 63年３月まで 

父親がＡ市Ｂ支所の職員から国民年金保険料を２年間さかのぼって納付

できると聞いてきたので、昭和 63 年１月ころに、父親と一緒に同支所に行

き、父親が私の 61年４月から 63年３月までの保険料を一括して納付した。 

申立期間について国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63年１月ころに、申立人の父親と一緒にＡ市Ｂ支所に行き、

父親が申立人の申立期間の国民年金保険料を一括して納付したと主張してい

るが、申立期間のうち 61年４月から 62年３月までの保険料は過年度納付とな

ることから市町村では納付できなかったと考えられるところ、申立人は、「過

年度分の国民年金保険料を市町村で納付できないのであれば、２年分を納付す

るつもりで行ったが、結果的に現年度の１年分しか納付しなかったかもしれな

い。」と主張を変えるなど申立人の記憶は曖昧
あいまい

な点が見受けられる。 

また、申立期間以前は国民年金手帳記号番号の払出し（昭和 52 年４月）を

受けた際に１期分（昭和 52 年１月～同年３月）の国民年金保険料を納付して

いるものの、申立人には申立期間以外にも未納・未加入期間があり、申立人の

保険料を納付してくれたとする、申立人の父親は既に亡くなっていることから、

申立期間の保険料の納付状況等が不明である。 

さらに、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに父親が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



旭川国民年金 事案 377 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年４月から同年７月までの期間、14年４月から 15年６月ま

での期間及び 15 年 11 月から 16 年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年４月から同年７月まで 

② 平成 14年４月から 15年６月まで 

③ 平成 15年 11月から 16年３月まで 

夫が勤めていた会社を辞めたことから、妻である私が国民年金の加入手続

をして、夫婦二人分の国民年金保険料を近隣の金融機関等で納付していた。 

私の国民年金保険料は納付済みとなっているのに、夫の保険料が未納とさ

れていることに納得がいかない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の妻は、申立人が会社を辞めた後は、自分が夫婦二人分の国民年金保

険料を納付していたと主張しているが、申立人の申立期間の保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 また、申立期間①については、申立人の妻の国民年金保険料は納付済みにな

っているものの、申立人とその妻は、平成６年４月から保険料の申請免除を受

けているが、二人の免除期間は異なっていることが確認できるなど、申立人の

妻の主張には不自然な点が見受けられる。 
さらに、申立期間②及び③については、申立人の妻も平成 14 年４月から 15

年１月までの国民年金保険料が未納である上、申立期間②のうち 15 年２月か

ら同年６月までの期間及び申立期間③の保険料は、それぞれ申立人が死亡した

後の 17 年３月７日及び 16 年４月 27 日に納付していることが確認できること

から、当該申立期間の保険料は、申立人が亡くなった 16年３月 31日の時点に



おいては納付されていなかったと考えるのが自然である。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



   

旭川厚生年金 事案237 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和29年９月から30年５月まで 

             ② 昭和30年６月から31年７月まで 

             ③ 昭和31年８月から32年６月まで 

    申立期間①においてはＡ社Ｂ営業所、申立期間②においては同社Ｃ営業

所、申立期間③においてはＤ社に勤務していた。当時の同僚についても記

憶しており、厚生年金保険にも加入していたと思うので、すべての申立期

間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立人が同僚として記憶していた者及び申立

期間に同社において厚生年金保険の加入記録が存在している元従業員の証言

から、申立人が、申立期間においてＡ社に勤務していたことはうかがえるも

のの、申立人の実際の勤務期間を確認できる証言等は得られなかった。 

   また、申立人は、申立期間①においては「Ｅ社」、申立期間②においては

「Ｆ社」に所属し、当該所属元の保有する車両を用いてＡ社で勤務していた

と述べており、申立期間に同社において厚生年金保険の加入記録の存在する

元従業員及び申立人が記憶していた同僚の証言によれば、同社では、自家用

トラックを保有する車主が集まり「Ａ社」の名義で業務を行っており、それ

ぞれの車主が厚生年金保険への加入を判断していたものと考えられるところ、

社会保険事務所の保管する厚生年金保険被保険者名簿によれば、「Ｅ社」の

車主（故人）、「Ｆ社」の車主、及び申立人が同僚として記憶していた者14

人のうち12人にＡ社における厚生年金保険の加入記録は確認できず、加入記

録の存在する同僚２人は、申立人とは異なった車主（Ｇ社及びＨ社）に所属

していた旨を回答しており、このほか、申立人が申立期間①及び②において



   

厚生年金保険に加入していた事情は見当たらない。 

   申立期間③について、元従業員の証言から、申立人が申立期間においてＤ

社に勤務していたことはうかがえるものの、申立人の実際の勤務期間を確認

できる証言等は得られなかった。 

   また、連絡の取れた元事務員は、申立期間当時の従業員数について、少な

くとも36人程度である旨証言しているところ、社会保険事務所の保管する厚

生年金保険被保険者名簿によれば、申立期間における厚生年金保険被保険者

数は、最多で25人であることが確認できる上、申立人と同じ業種であった者

で、入社時期に係る証言を得ることのできた元従業員４人については、入社

時から相当期間（平均で約１年３か月、最長で２年２か月）を経過した後に

厚生年金保険に加入したものと考えられ、申立人の主張する勤務期間が約11

か月であることを踏まえると、事業主は、すべての従業員について入社と同

時に厚生年金保険に加入させていた事情はうかがえない。 

   このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


